
 

 

2023 年 11 月 16 日 

 

会 社 名  日 本 ピ ラ ー 工 業 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 岩 波 嘉 信 

（コード番号 ６４９０ 東証プライム） 

問合せ先  取締役専務執行役員 宿 南 克 彦 

（ＴＥＬ．０６－７１６６－８２８１） 

 

当社初のグリーンボンド発行に関するお知らせ 

 

当社は、環境改善効果のある事業に充当する資金の調達手段として、当社初となるグリーンボンド（以下、本

社債）を発行予定であり、本日 11 月 16 日に本社債発行に向けた発行登録書および訂正発行登録書を近畿財務局

長に提出しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．本社債発行の目的および背景 

当社グループは、環境問題への取組みが人類共通の課題であると認識し、企業の社会的責務を自覚し「良

き企業市民」として地球環境保全に積極的に取組んでおります。2023年度より３ヵ年の中期経営計画「One2025

（ワンニーゼロニーゴー）」をスタートさせ、節目となる創業 100 周年を迎える中、企業価値（経済価値×社

会価値）の更なる向上を目指すと共に、次の 100 年へ飛翔するための基盤づくりを行っております。当社は、

中期経営計画において、基本方針としてサステナブル経営の発展を目指しており、非財務項目として環境貢

献および人財活躍／組織成長に係る９つの重点目標を設定しております。これら重点目標の達成に資する資

金調達の枠組みとしてグリーンボンド・フレームワークを策定し、本社債の発行を決定いたしました。 

本フレームワークに基づいたグリーンボンドの発行を通じて、お取引先、株主・投資家、行政、地域社会、

従業員をはじめとするステークホルダーに対して当社の ESG 経営の取り組みを発信し、ステークホルダーと

のエンゲージメント強化に努め、SDGs 達成への貢献、ひいては持続可能な社会の実現を目指します。 

 

２．本社債の概要 

名称 
日本ピラー工業株式会社第１回無担保社債 

（特定社債間限定同順位特約付）（グリーンボンド） 

発行総額 100 億円（予定） 

発行年限 ５年（予定） 

発行時期 2023 年 12 月以降（予定） 

主幹事証券会社 野村證券株式会社 

ストラクチャリング・ 

エージェント※ 
野村證券株式会社 



資金使途（予定） 

・ 福知山第２工場（CASBEE S ランクを取得）の建設費用 

・ 三田工場 技術開発センター（三田工場 イノベーションセンタ

ー）（CASBEE A ランクを取得）の建設費用 

※ グリーンボンド・フレームワークの策定とセカンド・オピニオンなど、外部の第三者評価の取得に関する助言などを通じて、資金

調達の支援を行う者 

 

３．グリーンボンド・フレームワークおよび第三者評価 

グリーンボンド・フレームワークは、国際資本市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則（Green Bond 

Principles）2021」および環境省の「グリーンボンドガイドライン 2022 年版」に則して策定しており、第

三者評価機関である株式会社格付投資情報センター（R&I）よりこれらの原則・ガイドラインに適合する旨

のセカンド・オピニオンを取得しております。 

 

セカンド・オピニオン 

R&I のウェブサイトをご参照ください。 

https://www.r-i.co.jp/news_release_gf/2023/11/news_release_gf_20231116_jpn_1.pdf 

 

【添付資料】 

日本ピラー工業グリーンボンド・フレームワーク 

以上 
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グリーンボンド・フレームワーク 

2023 年 11 月 

 

 

1. はじめに 

日本ピラー工業株式会社（以下、当社）は、以下の通り、グリーンボンド・フレームワーク（以下「本フレームワーク」）を策

定致しました。当社は、環境問題への取組みが人類共通の課題であると認識し、企業の社会的責務を自覚し「良き企業市

民」として地球環境保全に積極的に取組んでおります。 

本フレームワークに基づいたグリーンボンドの発行を通じて、お取引先、株主・投資家、行政、地域社会、従業員をはじめと

するステークホルダーに対し、当社の ESG 経営の取組みを発信します。さらに、ファイナンスの実施を通じた情報発信により、ス

テークホルダーとのエンゲージメントの強化に努め、SDGs 達成への貢献、ひいては持続可能な社会の実現を目指します。 

 

 

2. 会社概要 

当社は、1924 年５月、創業者、岩波嘉重が船舶用レシプロエンジンのシリンダーグランド用としてセミメタリック製ピラーパッ

キンを考案し、日本ピラー工業所を創設したのが前身です。1924 年の創業以来、「流体を制御する技術」を活用して、メカ

ニカルシール、グランドパッキン、ガスケット、ピラフロン（ふっ素樹脂）製品などの独創的で高品質な製品を提供してまいりまし

た。これらの多くの製品は電力、石油、自動車、化学、船舶、半導体、医薬品など、幅広い分野で活躍しており、高機能製

品として重要な役割を果たしております。 
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 また、私たちは、「"社会を支える"未来を創る」というパー

パスのもと、CLEAN・SAFETY・FRONTIER を軸に独自

の「流体制御関連技術」と最先端の製品・技術・サービス

で「持続可能な社会の実現」と「経済価値の創造」に貢献

し続ける事を目指しています。 

 今後も来る創業 100 周年を見据え、社是「品質第一 

和衷協力 一歩研究」の精神で、なお一層皆様に喜んで

いただける製品の提供を心掛けるとともに、持続可能な社

会の実現に貢献してまいります。 

 

3. 当社のサステナビリティ 

サステナビリティに関する考え方 

当社グループは、社是・経営理念に基づき、以下の「サステナブル基本方針」を掲げ、事業を通じてサステナブル社会への貢

献と、持続的な企業価値向上の実現に向けて取り組みを強化しております。 

 

 

サステナビリティ推進体制 

 サステナビリティに係る基本方針や重要事項は、当社が取り組む社会課題に関する意思決定機関である「ESG/SDGs 推

進委員会」にて審議・決定するとともに、定期的に取締役会に報告し、取締役会の監督が適切に図られる体制を整えていま

す。「ESG/SDGs 推進委員会」においては、CSR 委員会、脱炭素・地球環境委員会、リスクマネジメント委員会といったサス

テナビリティに関係する各委員会の方針、活動計画、取り組みなどを報告しております。 
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4. 当社にとってのマテリアリティと関連する SDGs 

当社グループは、サステナブル基本方針で掲げている、事業を通じたサステナブル社会への貢献と、持続的な企業価値向

上をともに実現するために、当社グループとして取り組むべきマテリアリティについて特定しています。特定されたマテリアリティは当

社グループが事業を推進するうえでの道標として、事業活動を通した当社グループとしての社会・環境へのポジティブなインパク

トの創出、もしくは当社グループがもたらすネガティブなインパクトの低減に寄与します。このマテリアリティは、今後、当社グループ

を取り巻く経営環境や、グローバルに求められる社会課題の要請の変化、ステークホルダーとの対話の中でいただく助言などに

基づき、適宜レビューと見直しを図ってまいります。また、マテリアリティに取り組むにあたっての目標を設定してまいります。  

 

 

5. 環境貢献に向けた重点施策 

頻発・激甚化する風水害やエネルギー市場の不安定化など、気候変動が地球環境や市民生活に及ぼす影響の範囲・程

度が拡大しています。気候変動の緩和・適応のために企業が果たすべき役割の重要性はますます高まっており、当社グループ

においても気候変動を重要な社会的課題として捉えています。また、当社グループのお客様や市場においても、脱炭素・カーボ

ンニュートラルの取り組みが急速に進んでいます。新しいクリーンエネルギーへの転換やエネルギー利用の高効率化に欠かせない

半導体の需要の高まりが予想されており、当社グループの技術・製品を通じた市場・社会の脱炭素化への貢献度をさらに高め

ていきたいと考えています。 
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6. 中期経営計画「One2025」 

 当社では、2023 年度より 3 ヵ年の中期経営計画「One2025（ワンニーゼロニーゴー）」をスタートさせました。節目となる

創業 100 周年を迎える中、企業価値（経済価値×社会価値）の更なる向上を目指すと共に、次の 100 年へ飛翔するた

めの基盤づくりを行います。 

 

 

「One2025」の位置付け 「One2025」の基本理念 

 

 

 

 

 

 

基本方針（全社方針） 

企業価値の更なる向上に、事業と組織の変革・変質を推進 

非財務項目重点目標 

サステナブル経営の発展を目指し、９つの重点目標を設定 
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7. グリーンボンド・フレームワーク 

当社は、本フレームワークに則りグリーンボンドにて資金調達をいたします。本フレームワークは国際資本市場協会

（ICMA）グリーンボンド原則 2021、及び環境省グリーンボンドガイドライン 2022 年版に基づき策定しています。 

なお、本フレームワークは，独立した外部機関である株式会社格付投資情報センターより、上記原則およびガイド 

ラインとの適合性に関する第三者意見を取得しております。 

 

(1) 調達資金の使途 

調達した資金は、当社の下記の適格クライテリアを満たすプロジェクトに係る新規ファイナンスおよびリファイナンスに充当しま

す。リファイナンスについては調達から遡って 2 年以内に実施されたプロジェクトを対象とします。 

 

ICMA GBP カテゴリー 適格クライテリア 

グリーンビルディング 

エネルギー効率 

 下記いずれかの認証を取得する（予定含む）建物の建設・取得および設備投資 

・ LEED：SILVER 以上 

・ BREEAM：very good 以上 

・ CASBEE：B+以上（自治体版含む） 

・ DBJ Green Building 認証：3 つ星以上 

・ BELS：3 つ星以上 

・ ZEB/ZEH-M/ZEH（nearly, ready, oriented を含む） 

除外クライテリア 

  調達資金は、所在国の法令等を遵守していない不公正な取引、贈収賄、汚職、恐喝、横領など人権、環境等の社会

問題の原因となりうる取引に関連するプロジェクトには充当しません。 

 

(2) プロジェクトの評価と選定のプロセス 

調達資金を充当するプロジェクトは、管理本部 経理部及び経営企画部が適格クライテリアへの適合状況に基づいて選定

し、取締役専務執行役員 管理本部長が最終決定します。 

なお、すべての適格候補プロジェクトについて、環境・社会的リスク低減のために以下について対応していることを確認しま

す。 

・ 国もしくは事業実施の所在地の地方自治体にて求められる環境関連法令等の遵守と、必要に応じた環境への影

響調査の実施 

・ 事業実施にあたり地域住民への十分な説明の実施 

・ 当社グループの環境方針、人権方針に沿った資材調達、環境汚染の防止、労働環境・人権への配慮の実施 

 

(3) 調達資金の管理 

調達資金は、当社の管理本部 経理部が充当・管理を行います。なお、本フレームワークにて調達した同額が適格プロジェ

クトに充当されるよう内部管理システムを用いて、年次で追跡・管理します。 

調達資金を適格プロジェクトに充当するまでの間は、現金または現金同等物にて運用します。なお、調達資金は発行から

2 年の間に充当を完了する予定です。 
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(4) レポーティング 

当社は調達資金の充当状況ならびに充当プロジェクトによる環境への効果について、年次で当社ウェブサイトにて報告しま

す。 

 

① 資金充当状況レポーティング 

調達資金を全額充当するまでの間、年次にて、適格プロジェクトへの資金充当状況に関する以下の項目について、実務上

可能な範囲でレポーティングする予定です。 

 適格プロジェクトごとの充当額と未充当額 

 未充当額がある場合は、充当予定時期、および未充当期間の運用方法 

 新規ファイナンスとリファイナンスの割合 

なお、調達資金が充当された後に大きな資金状況の変化が生じた場合は、適時に開示します。 

 

② インパクトレポーティング 

調達資金を全額充当するまで、適格プロジェクトによる環境への効果に関する以下の項目について、年次にて実務上可能

な範囲でレポートする予定です。また、大きな状況の変化が生じた場合は、適時に開示します。 

ICMA GBP カテゴリー インパクトレポーティング項目（例） 

グリーンビルディング 

エネルギー効率 

・ 物件概要 

・ 認証の種類と取得ランク 

 

 

以上 


